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改善を要する事項があるものの、 関係法令等に従い、 おおむね適正に処理され

ているものと認められた。

第3 審査意見

1 予算の概要

(1) 当初予算

令和2年度の当初予算は、山口県の未来を希望に満ちたものへと好転さ

せていくため、 国の総合経済対策にも呼応しながら、 やまぐち維新プラン

に掲げる 「 3つの維新（産業維新、 大交流維新、 生活維新）」 への挑戦を

さらに進めるため、 「 未来へつなぐ『3つの維新』への更なる挑戦」及び
「 持続可能な行財政基盤の確立に向けた取組の着実な実行」を基本方針と

して、 令和元年度2月補正予算と 一 体的に編成された。

この結果、 一 般会計の当初予算は、 前年度当初予算に比べ1.7％減の

6,741億650万円となった。

(2) 補正予算

補正予算については、 新型コロナウイルス感染症対策関連事業や、 令和

2年7月豪雨災害に係る災害復旧事業、 国の経済対策に対応した公共事業

など、 数次にわたる措置が講じられた。

この結果、 最終予算額は7,988億2,900万円となり、 これに繰越額を加え

た予算現額は、 前年度に比べ18.8％増の8,506億4,277万円となった。

2 決算の概要

(1) 一 般会計

予算執行後の令和2年度決算額について、 一 般会計においては、 歳入総

額が7,956億4,292万円、 歳出総額が7,704億5,376万円で、 歳入歳出差引額

（形式収支） は251億8,916万円であり、 歳入歳出差引額から翌年度に繰り

越すべき財源を差し引いた実質収支は172億5,357万円、 実質収支額から前

年度実質収支額を差し引いた単年度収支は84億1,347万円、単年度収支額に

財政調整基金への積立等を考慮した実質単年度収支は142億7,686万円の黒

字となっている。

ア 歳入

歳入について、 前年度と比較すると、 歳入総額は1,198億8,789万円

(17. 7%）増加している。

これは、 企業収益の減少による県税や退職手当給付費に係る県債、 地

方譲与税が減少したものの、中小企業制度融資預託の増に伴う諸収入や
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支出金 、 地方消費税率引上げの影響による地方消費税清算金が増加した

ことなどによるものである。

イ 歳出

歳出について 、 前年度と比較すると 、 歳出総額は1,115億4,907万円

(16. 9%）増加している。

これは、 校舎改築費等の減による教育費や県債償還額の減による公債
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新型コロナウイルス感染症対策関連事業の増 による商工費及び衛生費
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(2) 特別会計
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3 予算への取組 状況

令和2年度予算への取組状況をみると、 「 未来へつなぐ『3つの維新』への

更なる挑戦」、 「持続可能な行財政基盤の確立に向けた取組の着実な実行」な
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そうした中、 新型コロナウイルス感染症対策に人的資源・財源を集中投

資するため、 咋年、 行財政構造改革の取組は 一 時凍結したが、 総人件費の

縮減や事務事業の見直しなど、 改革の個別の取組については、 新型コロナ

ウイルス感染症対策への対応を最優先に、 選択と集中の観点から、 行財政

改革統括本部において全庁的な進行管理を行っている。

(3) 緊急課題等への取組

国の 「 安心と成長の未来を拓く総合経済対策」 に呼応し、 令和元年度補

正予算と令和2年度当初予算を 一 体的に編成することにより、 防災・減災

対策、国土強靭化の取組や教育I C Tの環境整備等の緊急課題に迅速に対

応している。

また、 新型コロナウイルス感染症への対応として、 予算の積極的な増額

補正により、 緊急対策が切れ目なく進められている。 令和2年10月には、
「『コロナの時代』に対応するための施策推進方針」 を策定し、 「感染拡大

防止と経済活性化のための施策重点化」及び「危機から生まれた変化を成

長につなげる施策加速化」の2つの柱により県づくりの取組を進めている。

4 意見

審査の結果、 令和2年度予算に掲げられた本県の課題に対応した重点的な

取組が着実に推進され、 各般の施策展開に努力されていることがうかがわれ

る。

また、 関係諸帳票、 証拠書類等の照査や定期監査、 例月現金出納検査等に

より、 歳入 ・ 歳出予算の計画的・ 効率的な執行が図られ、 予算はおおむね適

正に執行されていることが認められた。

なお、 今後の財政運営に当たっては、 下記事項ごとの意見に留意するとと

もに、 改善に努めることとされたい。

(1) 財政の健全化について

《現状》

ア 県債

（ア） 県債発行額
一 般会計に属する県債発行額は755億4,750万円と、 前年度に比べ56

億9,218万円(7. 0%）減少している。

これは、 減収補てん債が67億5,000万円、 県立病院機構整備費貸付金

が11億3,340万円増加したものの、 教育債が49億4,330万円、 退職手当

債が44億7,180万円、 総務債が17億2,650万円減少したことなどによる

ものである。
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(4) 財務に関する事務について

《現状》

財務に関する事務については、 おおむね適正に実施されているものの、

歳入の調定 ・ 収納、 支出、 契約、 公有財産の管理、 物品の取得等の事務処

理が適正でないものが一部に見受けられる。

具体的には、 給与諸手当の支給額誤りや、 支出負担行為の整理時期の遅

延、 経費支出伺による決裁を行っていないもの、 公有財産台帳への登記漏

れなどの事案が多く見受けられるほか、 支払時期の遅延や過年度の支出、

二重支払などの不適正事案も見受けられる。

《意見》

不適正事案発生の背景には、 組織的なチェックや進行管理が不十分な所

属があることや、 出先機関が分散庁舎であったり財務担当職員が1人しか

いない等によりリスク対応が困難な所属があること、 また、 新型コロナウ

イルス感染症対応に伴い業務が錯綜していることがあると考えられる。

監査委員においては、 従来から各所属における事務処理の再点検や内部

牽制の強化を求めてきたところであるが、 今後は特に所属長一人ひとりが

指導力を発揮して相互チェックや進行管理の徹底を図るほか、 全庁的な指

導検査や研修、 日常的な相談支援等の取組の充実強化を図るなど、 令和2

年度から実施されている内部統制の取組を実効性あるものとし、 事務の適

正な執行を確保されたい。

(5) 統一的な基準による地方公会計について

《現状》

本県では、 平成27年度決算までは「総務省方式改訂モデル」により財務

書類を作成し、 公表していたが、 平成27年1月に、総務省から固定資産台

帳の整備や複式簿記の導入を前提とした「統一的な基準による地方公会計

マニュアル」が示されたことから、 平成28年度決算から統一的な基準によ

る財務書類等を作成し、 公表している。

《意見》

統一的な基準による財務書類等は、 団体間比較を可能にするとともに、

資産や負債等に関するストックの状況や、資産形成につながらない行政活

動の状況など、県の総合的な状況を把握できることから、財務書類の作成

と固定資産台帳の更新を適切に行われ、予算編成や公共施設マネジメント

など幅広く活用されたい。また、県民への分かりやすい財務情報の提供に、

引き続き努められたい。
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→

歳出決算額

7,705億円

　「その他」の内訳

↑

（注）端数は四捨五入しているため、内訳の計が合計と一致しない場合がある。 ←構成比は計と一致するよう調整するため、この記載はなし（H29決算から）

２２７７頁頁へへ貼貼りり付付けけ

　災害復旧費　0.6%、　労働費　0.3%、　議会費　0.2%

教育費

17.8%

民生費

13.3%

商工費

12.8%

公債費

11.6%

諸支出金

11.2%

土木費

11.0%

総務費

6.0%

衛生費

5.4%

警察費

4.9%

農林水産業費

4.9%

その他

1.1%
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(2) 歳出決算の状況

歳出決算額は、 第16表のとおりである。

第16表 歳出決算額
（単位：円、 ％）

ノ刀＼ 2年度決算額A 元年度決算額B
対前年 度比較

増 減（△）A/B 

会 計 数 13 14 △ l 92.9 

予 算 額 307,685,517,000 306,525,910,000 1,159,607,000 100.4 

継続費及び繰越事業費 174,300,000 242,026,380 △67,726,380 72.0 
繰 越財源 充 当額

予 算 現 額 C 307,859,817,000 306,767,936,380 1,091,880,620 100.4 

支 出 済 額 D 300,479,107,431 301,948,736,522 △1,469,629,091 99.5 

翌 年 度 繰 越 額 272,100,000 174,300,000 97,800,000 156. 1

不 用 額 7,108,609,569 4,644,899,858 2, 463, 709, 711 153. 0

執行率 (D I C) 97.6 98.4 

ア 支出済額は3,004億7,910万7,431円で、 前年度3,019億4,873万6,522

円に比べ14億6,962万9,091円(0. 5%）減少している。

なお、 予算現額に対する執行率は97. 6％となっている。

イ 翌年度繰越額は2億7,210万円で、 前年度1億7,430万円に比べ9,780万

円(56. 1%）増加している。

繰越額は、 港湾整備事業2億7,210万円であり、 繰越事由は地元調

整の遅延や工事方法等の変更である。 （付表14参照）

ウ 不用額は71億860万9,569円で、 前年度46億4,489万9,858円に比べ24

億6,370万9,711円(53. 0%）増加している。

不用額の主なものは、 国民健康保険60億7,143万50円、 収入証紙6億

9,518万7,492円、 中小企業近代化資金2億2,165万980円である。

このうち、 国民健康保険については保険給付費等交付金の実績が、 収

入証紙については証紙により収入する手数料等が、中小企業近代化資金

については高度化資金債権回収額の実績が見込みを下回ったことによ

るものである。 （付表5、16参照）
’
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（単位：円）

沿岸漁業改善資金 当せん金付証栗発売事業 収 入 証 紙 士地取得事 業 （流域下水道事業）゜ 3,426,814,641 3,207,092,680 ゜ ゜゜ ゜ ゜ ゜ ゜゜ ゜ ゜ ゜ ゜゜ ゜ ゜ ゜ ゜゜ ゜ ゜ ゜ ゜゜ ゜ ゜ 91,238,975 ゜゜ ゜ ゜ ゜ ゜゜ 222,900 ゜ ゜ ゜
158,121,577 231,498,417 193,193,955 4,929,915 ゜

4,624,549 ゜ ゜ ゜ ゜
(4,488,000) (0) (0) (0) (0) ゜ ゜ ゜ ゜ ゜

162,746,126 3,658,535,958 3,400,286,635 96,168,890 ゜゜ ゜ ゜ ゜ ゜゜ ゜ ゜ ゜ ゜゜ ゜ ゜ ゜ ゜゜ ゜ ゜ ゜ ゜゜ 3,312,202,000 3,210,844,508 7,523,000 ゜
35,000 222,900 ゜ 2,230,636 ゜
35,000 3,312,424,900 3,210,844,508 9,753,636 ゜

162,711,126 346,111,058 189,442,127 86,415,254 ゜゜ ゜ ゜ ゜ ゜
162,711,126 346,111,058 189,442,127 86,415,254 ゜
158,121,577 231,498,417 193,193,955 4,929,91'5 10,984,560 

4,589,549 114,612,641 △3,751,828 81,485,339 △10,984,560

（注）特別会計のうち、流域下水道事業は、令和2年度より、地方公営企業法に基づく公営企業会計に移行
した。
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（単位：円）
国民健康保険 合 計゜ 6,633,907,321 

39,017,952,999 39,341,987,285 ゜ 1,597,861,179 

39,791,182,752 39,797,859,447 

58,256,017,384 58,256,017,384 

287,998 94,989,804 ゜ 632,562,714 

7,658,271,168 96,971,175,069 

3,528,804,027 5,645,181,944 

264,045,247 1,803,757,578 

(0) (1,386,064,368)゜ 59,537,942,000

148,516,561,575 310,313,241,725

33,529,490 216,553,483 ゜ 646,458,155 ゜ 1,684,161,704 

1,275,063,702 150,590,928,093 

5,082,000 6,826,969,455 

139,329,591,615 140,514,036,541 

140,643,266,807 300,479,107,431 

7,873,294,768 9,834,134,294 ゜ ゜
7,873,294,768 9,834,134,294 

3,528,804,027 5,656,166,504 

4,344,490,741 4,177,967,790 
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（単位：千鳳％）

28年度 27年度 26年度 25年度 24年度

決 算 額 対前年度比 決 算 額 対前年度比 決 算 額 対前年度比 決 算 額 対前年度比 決 算 額 対前年度比

675,753,324 97.3 694,170,148 101.4 684,688,688 97.4 702,880,410 103.9 676,777,507 92.6 

102,507,004 104.0 98,587,965 90.0 109,594,099 103.7 105,646,081 117.4 90,014,884 78.0 

91,842,342 104.5 87,890,430 95.6 91,978,708 97.4 94,471,346 117.4 80,483,623 79.5 

65,699,498 103.8 63,274,835 94.2 67,155,585 89.8 74,760,613 138.5 53,989,261 83.7 

26,142,844 106.2 24,615,595 99.2 24,823,123 125.9 19,710,733 74.4 26,494,362 72.1 

2,445,398 55.8 4,378,896 41.9 10,456,694 330.4 3,164,634 194.5 1,627,214 29.5 

2,217,340 52.9 4,195,088 40.9 10,247,407 334.7 3,061,402 212.0 1,444,052 27.5 

228,058 124.1 183,808 87.8 209,287 202.7 103,232 56.4 183,162 70.1 

゜ ゜ ゜ ゜ ゜
8,219,264 130.1 6,318,639 88.3 7,158,697 89.4 8,010,101 101.3 7,904,047 92.2 
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付表14 翌年度繰越額の状況（ 一 般会計 •特別会計）
（ 一般会計） （単位：円、％）

2年度 元年度 対前年度比較

予算現額 A 繰越額 B
比率

予算現額c 繰越額 D
比率 増減（△）額

BID 
BIA DIC (B-D) 

議 会 費 1,352,939,000 ゜ 1,390,258,000 ゜ ゜
総 ぁマ女勺 費 50,046,008,472 3,086,711,570 6.2 38,038,280,315 602,019,472 1.6 2,484,692,098 512.7 

民 生 費 107,058,742,983 1,037,663,000 1.0 94,024,077,000 837,980,983 0.9 199,682,017 123.8 

衛 生 費 49,138,323,040 728,579,313 1.5 20,129,068,000 112,338,040 0.6 616,241,273 648.6 

巫ヵ 働 費 2,300,705,000 50,194,000 2.2 2,032,269,000 ゜ 50,194,000 皆増

農林水産業費 50,416,348,037 11,739,448,084 23.3 50,029,083,176 12,527,201,037 25.0 △787,752,953 93.7 

商 工 費 100,956,747,000 2,034,848,590 2.0 35,935,102,000 50,000,000 0.1 1,984,848,590 4,069.7 

土 木 費 122,774,203,428 37,582,509,206 30.6 112,606,853,916 31,481,859,448 28.0 6,100,649,758 119.4 

警 察 費 38,357,703,000 41,742,000 0.1 37,732,408,000 344,844,000 0.9 △303,102,000 12.l

教 ギ自 費 145,818,604,100 3,396,217,285 2.3 148,074,525,572 3,670,924,100 2.5 △274,706,815 92.5 

災害復旧費 6,582,146,559 2,149,351,306 32.7 9,457,055,831 2,186,602,559 23.l △37,251,253 98.3 

公 債 費 89,163,139,000 ゜ 93,221,552,000 ゜ ゜
諸 支 出 金 86,575,100,000 ゜ 73,267,289,000 ゜ ゜
予 備 費 102,060,020 ゜ 86,418,000 ゜ ゜
合 言十 850,642,769,639 61,847,264,354 7.3 716,024,239,810 51,813,769,639 7.2 10,033,494,715 119.4 
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